
東海第二原発は北 10km(東海村）にある。2011年の大震災に被災し、運転 43年が過ぎた老朽原発。30キロ圏内に 94万人が住む。 
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さよなら原発ひたちなか市実行委員会 

連絡先：ひたちなか市馬渡 2824-63 佐藤 英一  TEL:029-273-4775    

ホームページ：http://sayonaragennpatu.wixsite.com/mysite バックナンバーも掲載 ☝ 
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大谷市長など 5 市 1村長も 
 

「原電の計画ありきではない。5 市 1 村

が主導権を持って対応する」 

「一つひとつ課題を検証し

実効性のある避難計画と

していく」と明快です。 

 

知事や市町村長の同意 見通しが立たない 

梶山経産大臣(当時)も 
 

「避難計画には実効性がなければならない」  

「避難計画がない中での、建設中の原発への核燃料 

装荷や再稼働が進むことは実態としてない」 

と答弁しています。(昨年 3月衆議院経済産業委員会) 
 

大井川知事は、 
 

「実効性のある避難計画作成は、 

    もっともっと時間がかかる」 
   (2020年 6月記者会見) 

「県の了解なしで、試験運転 

は、ないと考える」(2021年 

10月県議会答弁) と明言しました。 

  

東海第二原発廃止なら 
       避難計画は段階的に不要に 

 

使用済燃料がプールにある状態でも、避難計画策定の対象は原発から 5キロ圏内に限られ、

それ以外は不要となります。ひたちなか市では長砂地区、那珂市では本米崎が必要なだけです。 

避難計画が不要になります。 

プールの使用済燃料を全て乾式 (空冷) 容器に移し終えれば、避難計画は全市町村で 

完全に不要になります。
 

＜ニュースの配り手と募金 のお願い＞ 
 

日頃のご支援に感謝します。ご協力頂ける方は、最寄りの会員又は上部の

連絡先（佐藤）にご連絡ください。詳しくはその際にご説明します。 

tel:029-273-4775
http://sayonaragennpatu.wixsite.com/mysite
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セシウムからの放射線は測定を開始した 2012 年 4 月から 3 年後に約半分に減りました。今後は減り方がゆるやかになるので

半減するのに約 30 年かかると推定されます。樹木の根元に濃縮されがちなので要注意です。 

 

３．    神敷台ケヤキ並木の放射線量測定結果 

 
 

放射線測定ボランテア 正治 

那珂湊第 3 小学校の通学路となっている県道両側歩道のケヤキ並木 166 本の

うち 20 本の根元は、福島第一原発事故で飛来した放射能によって、昨年春の時 

点でも、国の基準値 0.23μSv/h(マ

イクロシーベルト)を上回っていまし

た。 

 その後、ケヤキは伐採され、根

元の土が入れ替えられ、簡易舗装

されました (写真 )。今回、地表

50cm の高さで測定したところ、上

記 20 本の根元も全て 0.１μSv/h

未満になっていました。  

 

              

  

 

ひたちなか市 神敷台地内 通学路(県道)の放射線 下がる 

 

                ７０代女性  ( 高場 ) 

女性：原発反対だよ。事故が起きれば、私らは終わりだよ。 

会員：本当ですね。11 年経っても福島の原発周辺町村では、家に戻れな

いでいますからね。 

女性：それよりも大事故が起きれば、私らは逃げられないよ。ポーラン

ドに逃げるウクライナの人たちをテレビで観たが、国境は数珠つな

ぎになり、車を乗り捨てて歩いて逃げていたよ。ここは、もっと人

口が密集しているから、車は動かなくなる。逃げ出そうとしても無

理よ。人口の多いこんな所で、原発は動かすものじゃないわよ。 
 

 （注）国道 6 号、筑西市方面への 50 号、海岸沿いの 51 号はみな片側 1 車

線。常磐道３，北関２車線を加えても計８車線。大混雑必至でしょう。 

 

僕を忘れないで！ 
 

 Ｕさん 

伐採前の並木の写真     現在の姿 

東海第二原発への市民の声 

政府が輸入を段階的に禁止したロシア産石炭（輸入

石炭の 11％、1973万トン）は、石炭火発全体の燃料の

3.5％に相当します。 

この程度ですと、第 6次エネルギー基本計画（表 1）

で再生可能エネルギーを毎年計画通り 2％程度増やせ

ば、2年でカバーでき、結果として、電力の自給向上や

ＣＯ２削減になります。 

（地元の同意が得られたとしても）2024年 9月まで

動かない東海第二原発の出番はないでしょう。 

                                                                                                                      

表 1 2030年度の電力源別割合 
第 6 次エネルギー基本計画（昨年 10 月）概要より 

 

 

 

2019年 

実績 

2030年 

目標 

再生可能 
エネルギー 

18％ 36～38％ 

 石炭 32 19 

原発 6 20～22 

発電合計 100 100 

注：天然ガスや石油等は割愛しました。 
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ロシア産石炭を輸入禁止でも、 

 


